
平 成 ２ ７ 年 度 豊 川 市 病 院 事 業 会 計 補 正 予 算 （ 第 １ 号 ）
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第７７号議案 

 

   平成２７年度豊川市病院事業会計補正予算（第１号） 

 （総  則） 

第１条 平成２７年度病院事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 （資本的支出の補正） 

第２条 予算第４条本文括弧書を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額1,570,377千円 

 は、過年度分損益勘定留保資金1,570,104千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調 

 整額 273 千円で補てんするものとする。」に改め、資本的支出の予定額を次のとおり補正する。 

支       出 

 

款   項 

 

 

既決予定額 

 

 

補正予定額 

 

 

計 

 

 

１ 資本的支出 

 ３ 投   資 

千円 

960,327   

20,400   

千円 

1,000,000   

1,000,000   

千円 

1,960,327   

1,020,400   

  平成２７年１１月２７日提出 

                             豊川市長  山 脇  実 
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平成２７年度豊川市病院事業会計補正予算（第１号）に関する説明書
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既決予定額 補正予定額 計 備　　考

1 資 本 的 千円 千円 千円

支 出 960,327 1,000,000 1,960,327

3 投 資 20,400 1,000,000 1,020,400

2 投 資 0 1,000,000 1,000,000   追加

有 価 証 券

款 項 目

平成２７年度豊川市病院事業会計補正予算実施計画

資　本　的　支　出
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（単位　千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益 △ 1,221,452
減価償却費 1,345,450
長期前払消費税償却 39,584
修学資金返還免除額 10,360
有形固定資産除却費 5,000
有形固定資産売却損 1
退職給付引当金の増減額（△は減少） △ 50,295
貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,179
賞与引当金の増減額（△は減少） 35,229
法定福利費引当金の増減額（△は減少） 6,388
長期前受金戻入額 △ 332,682
受取利息及び受取配当金 △ 4,329
支払利息 41,476
未収金の増減額（△は増加） 54,339
未払金の増減額（△は減少） 47,718
たな卸資産の増減額（△は増加） 500
破産更生債権等の増減額（△は増加） △ 99
その他 67,642
小計 49,009
利息及び配当金の受取額 4,329
利息の支払額 △ 41,476
業務活動によるキャッシュ・フロー 11,862

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 275,366
有形固定資産の売却による収入 13,027
長期貸付金の貸付による支出 △ 20,400
長期貸付金の返済による収入 10
寄附金による収入 10
一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 326,903
投資有価証券の取得による支出 △ 1,000,000
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 955,816

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 50,000
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 653,808
リース債務の支払による支出 △ 2,495
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 606,303

 資金増加額(又は減少額) △ 1,550,257
 資金期首残高 6,093,368
 資金期末残高 4,543,111

平成２７年度豊川市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書

(平成２７年　４月　１日から平成２８年　３月３１日まで)
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平成２７年度豊川市病院事業予定貸借対照表（当年度分）

（平成２８年　３月３１日）

（単位　千円）

資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地 2,566,842

建 物 12,621,702

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,664,440 10,957,262

構 築 物 643,241

減 価 償 却 累 計 額 △ 136,397 506,844

器 械 備 品 6,649,544

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,486,061 3,163,483

リ ー ス 資 産 655,037

17,876,255

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権 8,199

車 両 及 び 運 搬 具 66,578

減 価 償 却 累 計 額 △ 39,791 26,787

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計 8,199

投資その他の資産

長 期 貸 付 金 79,550

貸 倒 引 当 金 △ 36,360 43,190

長 期 前 払 消 費 税 667,404

破 産 更 生 債 権 等 13,392

貸 倒 引 当 金 △ 13,392 0

投 資 有 価 証 券 1,000,000
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投資その他の資産合計 1,710,594

固 定 資 産 合 計 19,595,048

流 動 資 産

現 金 預 金 4,543,111

未 収 金 2,010,252

貸 倒 引 当 金 △ 36,915 1,973,337

資 産 合 計 26,200,242

負　債　の　部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源
に充てるための企業債 13,658,991

貯 蔵 品 88,746

流 動 資 産 合 計 6,605,194

企 業 債 合 計 13,658,991

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金 2,576,539

修 繕 引 当 金 145,467

引 当 金 合 計 2,722,006

固 定 負 債 合 計 17,080,874

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源
に充てるための企業債 942,149

企 業 債 合 計 942,149

リ ー ス 債 務 699,877

リ ー ス 債 務 19,193
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未 払 金 1,507,863

引 当 金

賞 与 引 当 金 344,651

法定福利費引当金 59,924

引 当 金 合 計 404,575

636,712

負 債 合 計 20,658,370

資　本　の　部

資 本 金 6,487,493

剰 余 金

資 本 剰 余 金

そ の 他 流 動 負 債 67,004

流 動 負 債 合 計 2,940,784

繰 延 収 益

長 期 前 受 金 1,398,354

収 益 化 累 計 額 △ 761,642

寄 附 金 10

資 本 剰 余 金 合 計 562,359

繰 延 収 益 合 計

△ 945,621

資 本 合 計 5,541,872

負 債 資 本 合 計 26,200,242

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 1,507,980

利 益 剰 余 金 合 計 △ 1,507,980

剰 余 金 合 計

補 助 金 476,000

負 担 金 86,349
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注記 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

（１）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

・貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定） 

 （２）有価証券の評価基準及び評価方法 

    ・満期保有目的債券 償却原価法（定額法） 

２ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

・減価償却の方法  定額法 

・主な耐用年数   建物       １５～４７年 

構築物      １０～１５年 

器械備品      ４～１５年 

車両及び運搬具   ４～ ６年 

 （２）リース資産 

    ・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

３ 引当金の計上方法 

（１）退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当の要支給額に

相当する金額のうち、「退職手当に係る負担金の取扱いに関する確認書」に基づき、

他会計が負担する部分を除く額を計上している。 

（２）賞与引当金 

職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額

に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。 
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（３）法定福利費引当金 

職員の期末手当・勤勉手当の支給に係る法定福利費の支払に備えるため、当事業年 

度末における支払見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。 

（４）貸倒引当金 

債権の不納欠損等による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上

している。 

４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお、控除対象外消費税

等については、当事業年度の費用として処理している。ただし、現病院建設事業に係る

控除対象外消費税等については、長期前払消費税勘定に計上し、２０年間で均等償却を

行っている。 

 

Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等関連 

 １ 重要な非資金取引の内容 

   当事業年度に新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は、

それぞれ 655,037 千円、719,070 千円である。 

 

Ⅲ．予定貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（１年内に償還予定のものも含む。）のうち、他

会計が負担すると見込まれる額は、7,300,569 千円である。 

２ 引当金の取り崩し 

（１）退職給付引当金の目的使用による取り崩し 

当事業年度において、退職手当として 253,691 千円を支給するため、退職給付引当

金 253,691 千円を取り崩すこととする。 
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 （２）賞与引当金の目的使用による取り崩し 

    当事業年度において、６月の期末手当及び勤勉手当として 519,072 千円を支給する 

ため、賞与引当金 344,651 千円を取り崩すこととする。 

 （３）法定福利費引当金の目的使用による取り崩し 

    当事業年度において、６月の期末手当及び勤勉手当の支給に係る法定福利費として

90,251 千円を支払うため、法定福利費引当金 59,924 千円を取り崩すこととする。 

 （４）貸倒引当金の目的使用による取り崩し 

    当事業年度において、長期貸付金 10,360 千円の返済を免除するため、貸倒引当金

10,360 千円を取り崩すこととする。また、当事業年度において、未収金 240 千円及

び破産更生債権等 11,099 千円を不納欠損とするため、貸倒引当金 11,339 千円を取り

崩すこととする。 

３ 修繕引当金に関する経過措置 

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例によ

り取り崩すこととする。 

 

Ⅳ．セグメント情報の開示 

１ 報告セグメントの概要 

当病院事業会計は、病院事業セグメントの単一セグメントであるため、記載を省略し

ている。 
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既決予定額 補正予定額 計 説　　　　明

1 資本的支出 千円 千円 千円

960,327 1,000,000 1,960,327

3 投 資 20,400 1,000,000 1,020,400

　 2 投 資 0 1,000,000 1,000,000

有 価 証 券

1 投 資 0 1,000,000 1,000,000 　追加

有 価 証 券

960,327 1,000,000 1,960,327
合　　　　　　　　　　　計

資　本　的　支　出

平成２７年度豊川市病院事業会計補正予算説明書

款 項 節目
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